
１ 安全（水道） 

将来像

■Ｄ：令和６年度取組み結果

■Ｃ：指標の分析

目標値

R4 R5 R6 R10

1 ％ 0 0 0 0

■Ａ：令和７年度の取組み

　令和６年度の水質検査の実施状況については、水質検査計画に基づ
く水質検査224件、残留塩素等について実施する毎日検査8箇所、その
他必要に応じて行う臨時水質検査4件を実施して水道水の安全性を確
認しました。
　水道水源の状況については、年度前半は定期的な降雨があり6月中
旬に滝畑ダムが満水となりました。その後、まとまった降雨も少なく年度
末には取水制限付近の水位まで下がりました。水質については、主に
消毒副生成物低減化対策として日野浄水場にて粉末活性炭を注入し
ていましたが、低水温期になり生成が抑えられたため注入を停止しまし
た。
　末端給水栓の水質については、検査計画に基づき検査を実施した結
果、水質基準不適合回数は一度もありませんでした。水質検査計画に
ついては、河南水質管理ステーション（大阪広域水道企業団）と連携
し、各水源の水質状況に応じた検査項目、検査頻度を設定し、作成しま
した。

水質基準不適合回数／全検査回数水質基準不適合率

実績値

①水質管理体制の強化
　・水質基準の改正動向に注視し、河南地区の市町村及び企業団と共同で水質検査機関（河南水質管理ステーション）の運営
    を行い、水質担当者会議等での情報交換を実施し、更なる水質の安全確認の強化を図る。
　・日野浄水場薬品注入設備更新工事を行う。
　・鉛製給水管対策実施計画に基づき、鉛管の撤去を進める。
　・小規模貯水槽の管理者向けに市広報・ホームページを通じて啓発を行う。

②水道水源の保全
　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務として、河川巡視点検を行う。

③水道水源の安定化
　・企業団からの第２分岐受水の導入に向けて、基幹施設となる西之山配水池更新工事に伴う前面道路の水道管布設替工事
    を行う。

分
析

安全で安心できる水道

目標（Ｐ）
（10年後のあるべき姿）

単位

　水質管理体制の強化と安定した水道水源の活用を図り、より安全でおいしい水道水を市民の皆さま
にお届けする。

安全

指標（進捗状況報告事項）

①水質管理体制の強化
　・水質基準の改正動向に注視し、河南地区の市町村及び企業団と共同で
    水質検査機関（河南水質管理ステーション）の運営を行い、水質担当者
    会議等での情報交換を実施し、更なる水質の安全確認の強化を図った。
　・日野浄水場薬品注入設備更新工事実施設計業務を行った。
　・鉛製給水管対策実施計画に基づき、鉛管の撤去を進めた。
　・小規模貯水槽の管理者向けに市広報・ホームページを通じて啓発を行
    った。

②水道水源の保全
　・河川巡視点検を河内長野市水道施設包括的維持管理業務に含め、点
    検の効率化を図った。

③水道水源の安定化
　・企業団からの第２分岐受水の導入に向けて、基幹施設となる西之山配
    水池更新工事に伴う前面道路の水道管布設替工事に着手した。

算定式

●毎日・定期検査箇所

▲水源検査箇所 千代田受水場

西代浄水場

日野浄水場

石見川浄水場
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２ 強靭（水道） 

将来像

■Ｄ：令和６年度取組み結果

■Ｃ：指標の分析

目標値

R4 R5 R6 R10

1 ％ 36.5 36.5 36.5 47.0

2 ％ 27.7 28.1 28.8 32.0

3 ％ 72.6 72.3 73.3 82.0

■Ａ：令和７年度の取組み

強靭でしなやかな水道強靭

目標（Ｐ）
（10年後のあるべき姿）

　水道施設の機能維持に努めるほか、地震等の災害に対する備えを強化し、事故・災害等による影響
を最小限に抑える。

①危機管理対策
　・災害用備蓄品の確保について、市内世帯数の半数の確保を目標とし、給水袋を
    ２,０００袋購入した。
　・災害時における浄配水施設の非常用電源確保に対応するため、非常用発電機
    用のケーブルを購入した。
　・災害時を想定して近隣市町、包括的維持管理業務受託者とともに応急給水活動
    訓練を実施した。

②基幹水道施設の耐震化
　・西之山第１・２・３配水池の統廃合と耐震化を進めるため、配水池更新工事に伴う
    前面道路の水道管布設替工事に着手した。

③管路の耐震化
　・重要基幹管路の耐震化として、西之山町、本多町地区の配水管８４１ｍの耐震化
    を行った。
　・管路更新・耐震化の計画的な実施について、３，７４１ｍ（上記の８４１ｍを含む）の
    耐震化を行った。
    　⇒目標：耐震化率２８．０％　実績：２８．８％

④老朽化施設の更新
　・水道施設中央監視設備の老朽化に伴う更新工事を行った。（R６～９年度継続費）
  ・日野浄水場の薬品注入設備及び管理本館外壁等の老朽化に伴う更新工事実施
    設計業務を行った。
　・水道設備台帳の整備や固定資産の整理を行った。

指標（進捗状況報告事項） 算定式 単位
実績値

分
析

１．配水施設の耐震化については、西之山第1・2・3配水池の統廃合
（企業団第2分岐受水池兼用）と耐震化を進めるため、配水池更新工事
に伴う前面道路の水道管布設替工事を行った。
　強靭な水道施設を構築するため、ビジョンの計画に基づき、順次耐震
化を進める予定です。
２．管路の耐震化については、３，７４１ｍ実施したことにより、０．７ポイン
ト上昇しました。
３．法定耐用年数超過設備率については、令和４年度に着手した千代
田受水場電気設備等更新工事及び日野浄水場活性炭注入設備更新
工事が完了しましたが、その他施設で法定耐用年数を超過した設備が
増加したことにより、１.０ポイント増加しました。

①危機管理対策
　・災害用備蓄品の確保について、市内世帯数の半数の確保を目標とし、給水袋を２,０００袋購入する。
　・事業継続計画（ＢＣＰ)を充実するため、段階的に内容を更新する。
　・応急給水受援計画の内容を更新する。
②基幹水道施設の耐震化
　・西之山第１・２・３配水池の統廃合と耐震化を進めるため、配水池更新工事に伴う前面道路の水道管布設替工事に着手する。
③管路の耐震化
　・重要基幹管路の耐震化として、小山田町、西代町地区の送配水管約６１４ｍの耐震化に向けた管布設工事を行う。
　・管路更新・耐震化の計画的な実施について、約２，５４３ｍ（上記の６１４ｍを含む）の耐震化を行う。
　  ⇒耐震化率２９．２％
④老朽化施設の更新
　・水道施設中央監視設備の老朽化に伴う更新工事を行う。（R６～９年度継続費）
  ・日野浄水場の薬品注入設備及び管理本館外壁等の老朽化に伴う更新工事を行う。（R７～９年度継続費）
　・水道設備台帳の整備や固定資産の整理を行う。

配水施設の耐震化率
耐震対策の施された配水池等有効容量
                           ／配水池等有効容量

管路の耐震化率 耐震管延長／管路延長

法定耐用年数超過設備率
法定耐用年数を超えている機械
         ・電気・計装設備の設備数／設備数

25.9 26.5 26.8
27.7 28.1

28.8

32.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R10

管路の耐震化率（％）

 

資料５ 



３ 持続（水道） 

将来像

■Ｄ：令和６年度取組み結果

■Ｃ：指標の分析
目標値

R4 R5 R6 R10

1 ％ 54.2 53.1 51.5 50.4

2 ％ 103.4 100.8 102.1 101.6

3 ％ 86.6 90.5 91.9 94.9

■Ａ：令和７年度の取組み

分
析

①経営健全化

   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）に掲げた具体的な取組みを実施し、計画の進捗管理を行う。

   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）の経営戦略に基づき、検討を行った水道料金改定を実施する。

　 （算定期間：令和７年４月～令和１２年３月の５年間、平均改定率：２１．２０％、改定時期：令和７年１０月１日）

②組織運営の充実

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務を基点とした近隣市町との定期的な検討会議を開催し、業務の標準化や広域的な体制の構築、技術の共有

　　など、水平連携の強化を図る。

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務の受託者との官民連携の取組みとして、ドローンによる点検や水需要予測へのAI技術の活用など、新技術の

　　導入検討を進め、業務の高度化・効率化を図る。

　・職員の災害対応の向上、技術継承を行うため、職員研修（ＯＪＴ）を実施する。

③組織運営とお客様サービスの充実

　・上下水道料金徴収や水道施設運転維持管理の包括的民間委託の受託者を適正に管理するためのモニタリング技術を向上させ、バランスのとれたスリム

　　な事業運営とお客さまサービスの向上に努める。

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務において、広域的なモニタリング体制の構築に向けて近隣市町と調整を図る。

④循環型社会への貢献

　・日野浄水場の薬品注入設備更新工事において、設備能力の適正化を図る。

　・西之山配水池更新工事において、施設のダウンサイジングを図る。

施設利用率 一日平均配水量／施設能力

経常収支比率
（営業収益+営業外収益）
                   ／（営業費用+営業外費用）

料金回収率 供給単価／給水原価

　令和６年度の水需要については、依然として人口減少等により、大幅
に減少傾向にあります。年間有収水量は前年度と比較して95,511㎥
（△1.0％）減の9,651,097㎥となりました。

１．施設利用率は、水需要が減少したことにより1.6ポイント悪化しまし
た。
２．経常収支比率は、前年度と比較して1.3ポイント改善しました。
この要因としては、収益面で減少したものの、費用面でR5に渇水のため
要した受水費が減少したことによるものです。
３．料金回収率も、同様の理由により1.4ポイント改善しました。

①経営健全化

   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）に掲げた具体的な取組みを実施し、計画の進捗

　　管理を行った。

   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）の経営戦略に基づき、水道料金改定の具体的な

　　検討を行った。

　　（算定期間：令和７年４月～令和１２年３月の５年間、平均改定率：２１．２０％、改定時期：令和

　　７年１０月１日）

②組織運営の充実

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務を基点とした近隣市町との定期的な検討会議を開

　　催し、業務の標準化や広域的な体制の構築、技術の共有など、水平連携の強化を図った。

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務の受託者との官民連携の取組みとして、ドローン

　　による点検や水需要予測へのAI技術の活用など、新技術の導入検討を進め、業務の高度化

　　・効率化を図った。

　・職員の災害対応の向上、技術継承を行うため、職員研修（ＯＪＴ）を実施した。

③組織運営とお客様サービスの充実

　・上下水道料金徴収や水道施設運転維持管理の包括的民間委託の受託者を適正に管理する

　　ためのモニタリング技術を向上させ、バランスのとれたスリムな事業運営とお客さまサービスの

　　向上に努めた。

　・河内長野市水道施設包括的維持管理業務において、広域的なモニタリング体制の構築に向

　　けて近隣市町と調整を図った。

④循環型社会への貢献

　・三日市第2配水池への送水ルートの変更により、三日市第1配水池の動力費の削減を図った。

健全で効率的な事業を持続できる水道持続

目標（Ｐ）
（10年後のあるべき姿）

　より盤石な経営基盤と技術基盤のもとで、効率的かつ健全な水道経営を行う。

指　　標 算定式 単位
実績値

106.7
108.3 108.8

103.4

100.8
102.1 101.6

90

95

100

105

110

115

120

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R10

経常収支比率(%)
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４ 快適な生活環境（下水道） 

将来像

■Ｄ：令和６年度取組み結果

■Ｃ：指標の分析
目標値

R4 R5 R6 R10

1 ％ 95.3 95.6 95.8 97.4

■Ａ：令和７年度の取組み

分
析

①汚水管路の整備
　・公共下水道の未普及地域である上原町・高向・小山田町地区などの汚水管渠を約１，３００ｍ整備する。

②浄化槽の整備
　・生活排水処理計画の変更により、新たに個別処理を推進する区域になった三日市町・末広町・河合寺・石仏・高向・加賀田
    地区を含む地域において公共浄化槽を２０基整備する。
　・個人設置型浄化槽１０基の帰属を受ける。

汚水処理整備率
下水道水洗化人口及び合併浄化槽使用人口
                                     ／行政区域内人口

　計画的に公共下水道整備を行うことで、供用開始区域（下水道に接続
可能な区域）は、拡大しており公共浄化槽についても設置希望者に対し
順次設置工事を行なっているため、汚水処理可能な区域は増加してい
る。しかし、区域内の人口減少が進んでおり、全体として下水道水洗化
及び浄化槽使用人口は減少している。
　また、整備の中心が市街化調整区域となっていることから汚水処理整
備率の伸びが緩やかになってきており、今後もその傾向が続くと見込ま
れる。
　結果として、汚水処理整備率は、0.2ポイント増加した。

①汚水管路整備
　・公共下水道の未普及地域である上原町・高向・加賀田地区などの汚水管渠
    を１，４６８.５７ｍ整備した。(開発移管除く）

②浄化槽の整備
　・公共浄化槽の普及啓発を図り、石仏・高向・加賀田地区で浄化槽を６基整備
    した。

快適な生活環境を提供する下水道快適な生活環境

目標（Ｐ）
（10年後のあるべき姿）

　汚水管路施設や浄化槽の整備を図り、より快適な生活環境を全市民の皆さまにお届けする。

指標（進捗状況報告事項） 算定式 単位
実績値

94.5 94.8 94.9
95.3 95.6

95.8

97.4

92

94

96

98

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R10

汚水処理整備率（％）
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５ 安全・安心（下水道） 
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６ 安定・経営基盤の強化（下水道） 

将来像

■Ｄ：令和６年度取組み結果

■Ｃ：指標の分析
目標値

R4 R5 R6 R10

1 ％ 95.9 95.9 96.1 96.5

2 ％ 105.4 102.6 101.8 107.9

3 ％ 106.0 101.1 99.7 113.4

■Ａ：令和７年度の取組み

①経営健全化
   ・未水洗の家屋や事業所に対し、下水道への接続啓発に努める。
　・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）に掲げた具体的な取り組みを実施し、計画の進捗管理を行う。
   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）の経営戦略に基づき、検討を行った下水道利用料の改定を実施する。
　 （算定期間：令和７年４月～令和１２年３月の５年間、平均改定率：10.26％、改定時期：令和７年１０月１日）
　・不明水量の低減を目標とし、管のクラックや破損からの浸入水については補修するとともに、不明水に係る調査を実施する。
②組織運営の充実
　・職員の災害対応の向上、技術継承を行うため、職員研修（ＯＪＴ）を実施する。
　・維持管理業務の包括的民間委託について、他市との広域的な取り組みを行う。
③組織運営の充実とお客さまサービスの向上
　・下水道管路施設及び下水道施設の包括的民間委託について、W-PPPの導入に向けた取り組みを行う。
　・下水道管路施設と下水道施設（浄化センター・ポンプ場)の包括的民間委託の受託者を適正に管理するためモニタリング技術を向上させ、バランス
    のとれたスリムな事業運営とお客さまサービスの向上に努める。
④お客さまサービスの向上
　・未水洗家屋の解消の取り組みの一環として、水洗化の啓発を行うとともに、水洗便所改造工事資金援助制度の継続と制度の周知を図り、お客様サ
    ービスの向上に努める。

健全で効率的な事業を持続できる下水道安定・経営基盤の強化

目標（Ｐ）
（10年後のあるべき姿）

　より盤石な経営基盤と技術基盤のもとで、効率的かつ健全な下水道経営を行う。

指標（進捗状況報告事項） 算定式 単位

①経営健全化
   ・未水洗の家屋や事業所に対し、下水道への接続啓発に努めた。
　 ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）に掲げた具体的な取り組みを実施し、計画
     の進捗管理を行った。
   ・河内長野市上下水道ビジョン（中間見直し）の経営戦略に基づき、下水道使用料改定の
    具体的な検討を行った。
　   （算定期間：令和７年４月～令和１２年３月の５年間、平均改定率：１０．２６％、改定時期：
    令和７年１０月１日）
　 ・不明水量の低減を目標とし、管のクラックや破損からの浸入水については補修するととも
     に、不明水に係る調査を実施した。
②組織運営の充実
　 ・職員の災害対応の向上、技術継承を行うため、職員研修（ＯＪＴ）を実施した。
 　・維持管理業務の包括的民間委託について、他市との広域的な取り組みを検討した。
③組織運営の充実とお客さまサービスの向上
　 ・下水道管路施設及び下水道施設の包括的民間委託について、W-PPPの導入について
     検討を行った。
　 ・下水道管路施設と下水道施設（浄化センター・ポンプ場)の包括的民間委託の受託者を
     適正に管理するためモニタリング技術を向上させ、バランスのとれたスリムな事業運営と
     お客さまサービスの向上に努めた。
④お客さまサービスの向上
　 ・未水洗家屋の解消の取り組みの一環として、水洗化の啓発を行うとともに、水洗便所改
     造工事資金援助制度の継続と制度の周知を図り、お客様サービスの向上に努めた。

分
析

　令和６年度の下水道処理区域内人口は前年度と比較して1,184人減少し92,591
人となり、水洗化人口も前年度と比較して946人減少し88,996人となりました。
　また、年間有収水量は、人口減少等により前年度と比較して40,586㎥（△0.5％）
減少し8,826,660㎥となりました。
１．水洗化率は、前年度と比較して0.2ポイント増加しました。
　これは、行政人口減少に伴う下水道処理区域内人口の減少（△1,184人）に比
べ、未普及整備が進んだことにより水洗化人口の減少幅（△946人）が小さかったた
めです。
２．経常収支比率は、前年度と比較して0.8ポイント減少しました。
　これは、費用面で、減価償却費や支払利息及び企業債取扱諸費等が減少したも
のの、大阪府への流域下水道維持管理負担金が21,367千円（4.3％）増加したこと
により経常費用の減少が48,313千円（△1.6％）にとどまった一方で、収入面では、
長期前受金戻入54,190千円（△6.2％）の減少よる経常収入の減少72,195千円
（△2.4％）と大きかったことによるものです。
３．経費回収率についても、経常収支比率と同様の要因で1.4ポイント減少しまし
た。

経常収支比率
（営業収益+営業外収益）
　　　　　　　　／（営業費用+営業外費用）

実績値

水洗化率 水洗化人口／下水道処理区域内人口

経費回収率
（下水道使用料+浄化槽使用料）
　　　　／汚水処理費（公費負担分除く）
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